
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業番号 259

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（厚生労働省）

対策の柱立て（大区分） Ⅱ．成長による富の創出

担当部局
厚生労働省

職業能力開発局
対策の柱立て（中区分） ５．人材育成・雇用対策

対策の柱立て（小区分①）

担当課
実習併用職業訓練推進室

キャリア形成支援室対策の柱立て（小区分②）

対策における施策の名称
若年者の人材の育成を推進するため、事業者が非正規の若年労働者に対して職業訓練を行った場合や訓練受講者
が正規雇用として定着した場合に助成する「若年者人材育成・定着支援奨励金」を創設するとともに、「地域若者サ
ポートステーション」事業を拡充

（事業名）
若者育成支援事業
（①若年者人材育成・定着支援奨励金）
（②地域若者サポートステーション事業）

新規/既存 ■新規　　　□既存

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

平成24年度補正予算額 ６００億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

①若年者人材育成・定着支援奨励金（交付対象者：事業主）
非正規雇用の若年者に座学と実習を組み合わせた実践的な職業訓練（３ヶ月～２年）を実施した場合及び訓練受講
者が正規雇用労働者として定着（訓練終了後１年及び２年）した場合に助成を行うことにより、事業主を支援

②地域若者サポートステーション事業（交付対象者：ＮＰＯ等民間団体）
ＮＰＯ等民間団体がキャリア・コンサルタントの相談支援等によりニート等若者の職業的自立支援を行う地域若者サ
ポートステーションの設置拠点を拡充するとともに、学校との連携体制を構築して在学生・中退者支援を推進すること
により、若者がニートになることを未然に防止。加えて、合宿形式を含む生活面等のサポートと職場実習の訓練を集
中的に行う「若年無業者集中訓練プログラム事業」を実施し、ニート等若者の就労を強力に支援。

実施方法 　□直接実施　　　□委託・請負　　　□補助金　　　□負担金　　　■交付金　　　□貸付金　　　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

基金への交付額
　①、②共通  　　平成25年3月末までに６００億円全額を交付
 　　※緊急人材育成・就職支援基金の残額(２００億円)を活用することにより総事業規模８００億円の内数で事業実施
予定

基金への支出額
　①若年者人材育成・定着支援奨励金    ７２８億円（事業終了時の支給決定額）
　②地域若者サポートステーション事業　６０億円（事業終了時の支給決定額）

①若年者人材育成・定着支援奨励金
　 事業実施期間中に、２．８万人を雇用創出し、うち ２．２万人について正規雇用労働者として定着。

②地域若者サポートステーション事業
　事業実施期間中に、１．６万人の雇用創出及び０．４万人の進学等の進路決定、全体で２．０万人の就職等進路決
定者数

国（労働局） 

事業主 

【進捗ステップのイメージ図（①若年者人材育成・定着支援奨励金）】 

中央職業能力開発協会 
①訓練実施計画届 

等の提出 

⑤審査書類の送付 

⑥奨励金の支給 
③支給申請書等提出 

④支給申請書等 

受付・審査 
②訓練実施計画届 

等の受付・確認 

〔平成２５年３月１８日開始〕 

   〔平成２５年３月１８日開始〕 

〔未実施〕 

〔未実施〕 

〔未実施〕 

〔未実施〕 

※平成２５年３月２７日 ６００億円全額を交付済み 



事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

①若年者人材育成・定着支援奨励金
・リーフレットを作成し、事業主団体等を通じて周知（国、都道府県労働局等)
・厚生労働省HP掲載による周知

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

①若年者人材育成・定着支援奨励金　厚生労働省ＨＰ
　http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/career_formation/challenge/
②地域若者サポートステーション事業 厚生労働省ＨＰ
　http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/ys-station/
  http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002xx8s.html

国 

ＮＰＯ等民間団体 

【進捗ステップのイメージ図（②地域若者サポートステーション事業）】 

中央職業能力開発協会 

①公募受付 
（1月16日公募開始） 

（４月３日追加公募 

開始） 

④支給（３月27日） 

 

③実施団体認定 

・3月15日認定（149ヵ所） 

・4月1日事業開始 

 

・６月に追加認定予定（11ヵ所） 

・7月1日追加分事業開始予定 

②公募申込 
 （2月18日公募〆） 

 （5月29日公募〆） 

⑤支給（四半期ごとの実績払） 

※平成２５年３月２７日 ６００億円全額を交付済み 


